
有効求人数や有効求職者数の動向について
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有効求職者数 12,88812,56112,44412,63613,43013,271 14,11713,78813,83713,42113,40113,29913,20612,99713,22713,04113,06512,86612,927

有効求人数 15,01717,07918,24417,93914,10715,776 14,07613,68913,78214,73815,99216,62016,69316,70816,38916,30516,56416,25516,114

有効求人倍率(山梨) 1.17 1.36 1.47 1.42 1.05 1.19 1.00 0.99 1.00 1.10 1.19 1.25 1.26 1.29 1.24 1.25 1.27 1.26 1.25

有効求人倍率(全国) 1.36 1.50 1.61 1.60 1.18 1.13 1.05 1.10 1.09 1.10 1.09 1.09 1.13 1.15 1.14 1.16 1.15 1.15 1.16
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有効求人、有効求職・有効求人倍率の推移

○足下の雇用情勢は製造業を中心とした求人需要の高まりから、有効求人数（季節調整値）は２か月連続で減少しているものの、底堅く推移してい
る。一方、有効求職者数（季節調整値）は２か月ぶりに増加しているものの、雇用調整助成金等の政策効果から雇用維持が図られており、求職者
の積極的な求職活動を控える動きから、求職活動の長期化が見られるなど、横ばいで推移している。

○令和３年１２月の有効求人倍率（季節調整値）は１．２５倍と２か月連続で低下しているものの、８か月連続で１．２倍台の高水準を維持してい
る。

〇新型コロナウイルスの全国的な感染拡大から首都圏等に適用されたまん延防止等重点措置に伴い、県内観光関連産業等に与える影響が懸念される
ことから、今後の求人・求職の動向に注視していく必要がある。
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新規求人数や新規求職者数の動向について
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新規求職者数 3,282 3,187 3,108 3,103 3,026 2,938 2,819 3,003 3,184 2,876 3,045 2,856 2,709 2,769 2,996 2,857 2,972 2,866 2,763

新規求人数 5,491 6,205 6,450 6,340 5,056 5,683 5,547 4,650 5,229 5,889 5,052 5,694 6,409 5,554 5,444 6,238 6,131 5,769 6,475

新規求人倍率(山梨) 1.67 1.95 2.07 2.04 1.67 1.93 1.97 1.55 1.64 2.05 1.66 1.99 2.37 2.01 1.82 2.18 2.06 2.01 2.34

新規求人倍率(全国) 2.04 2.24 2.39 2.42 1.95 2.02 2.11 2.03 1.88 1.99 1.82 2.09 2.08 1.98 1.97 2.10 2.08 2.13 2.30
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新規求人、新規求職・新規求人倍率の推移

○令和３年１２月の新規求人数(季節調整値)は、６，４７５人（前月比１２．２％）と３か月ぶりに増加した。
○新規求職申込件数(季節調整値)は、２，７６３人（前月比▲３．６％）と２か月連続で減少した。
○新規求人倍率（季節調整値）は、２．３４倍（前月差０．３３ポイント）と４か月連続で２倍台の高水準を維持している。
新規求人数は、半導体・電子部品・自動車部品・生産用機械などの製造業の求人意欲は堅調であり、また、年末年始の観光客の増加から、宿泊
業・飲食サービス業・小売業などの観光関連産業においても求人数が増加した。一方、新規求職者は、雇用調整助成金等の活用による政策効果の
影響もあり、雇用維持が図られていることから、積極的な求職活動を見送る動きが見られている。



産業別新規求人数（原数値）の推移

R1.10 R1.11 R1.12 R2.1 R2.2 R2.3 R2.4 R2.5 R2.6 R2.7 R2.8 R2.9 R2.10 R2.11 R2.12 R3.1 R3.2 R3.3 R3.4 R3.5 R3.6 R3.7 R3.8 R3.9 R3.10 R3.11 R3.12

製造業 1,253 808 617 937 870 708 478 914 514 551 735 543 686 644 612 688 831 869 831 781 939 871 849 1,027 1,081 935 1,047

運輸業,郵便業 210 268 181 186 218 223 150 263 226 216 194 193 240 397 198 227 194 219 214 275 306 212 195 199 314 179 209

卸売業,小売業 864 619 613 653 826 533 422 436 528 577 520 552 613 439 459 545 547 609 593 637 581 701 519 723 630 510 659

宿泊業,飲食サービス業 533 462 455 519 379 399 222 129 305 326 196 376 442 376 314 230 292 547 284 157 424 410 290 383 477 448 469

サービス業 1,290 930 812 931 766 680 622 637 610 664 472 787 829 650 765 785 689 1,018 928 852 1,176 881 797 1,014 1,021 800 970

労働者派遣業 754 520 460 480 463 373 341 400 362 316 222 463 462 384 470 473 335 573 561 585 730 496 467 660 561 511 637
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新型コロナウイルス発生



山梨県内の雇用調整助成金等取扱状況について

○ 雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金を含む。）の申請件数は３９，９８８件、支給決定件数は３９，６０４件、支給決定金額は３１７億３千万円となってい
る。申請件数を産業別で見ると「宿泊業・飲食サービス業」 が最も多く、全体の２４．２％を占めている。次いで、「製造業」が２３．５％、「卸売業・小売業」
が１７．８％で、この３業種で全体の６５％を占めている。なお、申請事業所数は約３，０００社であった。

○ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の申請件数は２３，１９８件、支給決定等件数は２２，３９２件、支給決定金額は１４億２千万円であった。

雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金を含む）

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金

0 千円

500,000 千円

1,000,000 千円

1,500,000 千円

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

支給申請件数

支給決定決定件数

支給決定金額（累計）

0 千円

5,000,000 千円

10,000,000 千円

15,000,000 千円

20,000,000 千円

25,000,000 千円

30,000,000 千円

35,000,000 千円

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

R
2
.5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

R
3
.1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

R
4
.1
月

支給申請件数 支給決定決定件数 支給決定金額

ＡＢ 農・林・漁業, 80 , 

0.2%

D 建設業, 1,806 , 4.7%

Ｅ 製造業, 8,992 , 23.5%

Ｆ 電気・ガス・熱供

給・水道業, 23 , 0.1%

Ｇ 情報通信業, 294 , 

0.8%

Ｈ 運輸業・郵便業, 

2,490 , 6.5%

Ｉ 卸売業・小売業, 

6,797 , 17.8%
Ｊ 金融業・保

険業, 58 , 0.2%

Ｋ 不動産業・物品

賃貸業, 493 , 1.3%

Ｌ 学術研究、専門・技

術サービス業, 690 , 1.8%

Ｍ 宿泊業、飲食サービ

ス業, 9,260 , 24.2%

Ｎ 生活関連サービス

業、娯楽業, 3,401 , 8.9%

Ｏ 教育、学習支援業, 

312 , 0.8%

Ｐ 医療、福祉, 1,115 , 

2.9%

Ｑ 複合サービス業, 109 , 

0.3%

Ｒ サービス業（他に分

類されないもの）, 2,323 , 

6.1%

産業別支給申請状況（雇調金・緊安金）（令和3年12月末現在）


